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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動面上を移動する移動体の前方を撮像手段により撮像して得られる撮像画像に基づい
て当該移動体が対象地点に到達したことを検知する対象地点到達検知装置であって、
　複数の撮像手段により上記移動体の前方を撮像して得られる複数の撮像画像に基づいて
視差情報を生成する視差情報生成手段と、
　上記視差情報に基づいて、上記撮像画像を上下方向に複数分割して得られる各行領域内
における視差値の頻度分布を示す視差ヒストグラム情報を生成する視差ヒストグラム情報
生成手段と、
　上記視差ヒストグラム情報に基づいて、上記撮像画像の上方に向かうほど値が低くなる
という特徴に合致した一群の視差値について多項式による曲線近似を行って該多項式の係
数を含む対象地点特徴量を抽出する特徴量抽出手段と、
　上記対象地点特徴量が所定の対象地点到達条件を満たしたとき、上記移動体が上記対象
地点に到達したことを示す信号を出力する対象地点到達信号出力手段とを有することを特
徴とする対象地点到達検知装置。
【請求項２】
　請求項１の対象地点到達検知装置において、
　上記多項式による曲線近似は、上記撮像画像の上方方向位置と視差値とで定義される二
次元直交座標系に配置した上記一群の視差値を曲線近似するものであることを特徴とする
対象地点到達検知装置。
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【請求項３】
　請求項２の対象地点到達検知装置において、
　上記特徴量抽出手段は、上記多項式の係数と、上記一群の視差値の中で最も小さい最小
視差値とを含む対象地点特徴量として抽出することを特徴とする対象地点到達検知装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１項に記載の対象地点到達検知装置において、
　上記対象地点到達信号出力手段は、上記対象地点を予め撮影して得た撮像画像と該対象
地点ではない地点を予め撮影して得た撮像画像とから得られる学習データを用いて、上記
対象地点特徴量が所定の対象地点到達条件を満たすか否かを判断することを特徴とする対
象地点到達検知装置。
【請求項５】
　移動面上を移動する移動体の前方を撮像手段により撮像して得られる撮像画像に基づい
て当該移動体が対象地点に到達したことを検知する対象地点到達検知装置のコンピュータ
に実行させるための対象地点到達検知用プログラムであって、
　移動面上を移動する移動体の前方を複数の撮像手段により撮像して得られる複数の撮像
画像に基づいて視差情報を生成する視差情報生成工程と、
　上記視差情報に基づいて、上記撮像画像を上下方向に複数分割して得られる各行領域内
における視差値の頻度分布を示す視差ヒストグラム情報を生成する視差ヒストグラム情報
生成工程と、
　上記視差ヒストグラム情報に基づいて、上記撮像画像の上方に向かうほど値が低くなる
という特徴に合致した一群の視差値について多項式による曲線近似を行って該多項式の係
数を含む対象地点特徴量を抽出する特徴量抽出工程と、
　上記対象地点特徴量が所定の対象地点到達条件を満たしたとき、上記移動体が上記対象
地点に到達したことを示す信号を出力する対象地点到達信号出力工程とを、コンピュータ
に実行させることを特徴とする対象地点到達検知用プログラム。
【請求項６】
　移動面上を移動する移動体の周囲の情報を検知する情報検知手段と、
　前記情報検知手段から出力される検知信号に基づいて、前記移動体に搭載された所定の
機器を制御する移動体機器制御手段とを備えた移動体機器制御システムにおいて、
　前記情報検知手段として、請求項１乃至４のいずれか１項に記載の対象地点到達検知装
置を用いたことを特徴とする移動体機器制御システム。
【請求項７】
　移動体に搭載された所定の機器を制御する移動体機器制御システムを備えた移動体にお
いて、
　上記移動体機器制御システムとして、請求項６に記載の移動体機器制御システムを用い
たことを特徴とする移動体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動面上を移動する車両やロボット等の移動体前方を複数の撮像手段により
撮像した複数の撮像画像に基づいて移動体が所定の対象地点に到達したことを検知する対
象地点到達検知装置、対象地点到達検知用プログラム、移動体機器制御システム及び移動
体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、自車両前方を撮像手段により撮像して得た輝度画像と距離画像（視差
画像情報）とに基づいて路面上の白線（車線境界線）の三次元形状を算出し、その白線の
三次元形状から、自車両の走行路面の三次元形状（自車両の進行方向における走行路面の
凹凸情報）を特定する路面認識装置が開示されている。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　走行する車両が上り坂の頂上付近（上り路面から水平路面又は下り路面へ路面傾斜が変
化する地点付近）に差し掛かるとき、運転者は、当該頂上付近よりも先の状況がどのよう
になっているのかを目視しにくい状況（見通しの悪い状況）になる。同様に、水平路面か
ら下り路面へ路面傾斜が変化する地点付近に差し掛かるときも、運転者からの見通しは悪
いものとなる。すなわち、自車両が走行している路面部分（自車両の真下に位置する路面
部分）に対する自車両前方の走行路面の傾斜状況が相対的に下り傾斜に変化する地点付近
では、運転者から見た自車両進行方向の見通しが悪い。このように見通しの悪い路面傾斜
変化地点付近では、自車両進行方向に存在する他車両や歩行者などの障害物の発見が遅れ
たり、自車両進行方向における急カーブ等の道路変化の認知が遅れたりして、事故が発生
しやすい。
【０００４】
　このような見通しの悪い地点付近の手前に自車両が到達したことを検知できれば、例え
ば、運転者に対して速度を落とすように警告する制御を行ったり、自車両の車速を落とす
車速調整制御を行ったりすることが可能となる。その結果、上述した見通しの悪い路面傾
斜変化地点付近での事故の未然防止を図ることが可能となる。しかしながら、従来、見通
しの悪い路面傾斜変化地点付近の手前（対象地点）に自車両が到達したことを検知するよ
うな装置は知られていない。そのため、見通しの悪い路面傾斜変化地点付近での事故を未
然に防ぐことは実現できていなかった。なお、車両に限らず、移動面上を移動する移動体
であれば、同様に、見通しの悪い移動面傾斜変化地点付近での事故を未然に防ぐことは実
現できていない。
【０００５】
　本発明は、以上の背景に鑑みなされたものであり、その目的とするところは、見通しの
悪い移動面傾斜変化地点付近での事故を未然に防ぐことを可能にする対象地点到達検知装
置、対象地点到達検知用プログラム、移動体機器制御システム及び移動体を提供すること
である。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、本発明は、移動面上を移動する移動体の前方を撮像手段に
より撮像して得られる撮像画像に基づいて当該移動体が対象地点に到達したことを検知す
る対象地点到達検知装置であって、複数の撮像手段により上記移動体の前方を撮像して得
られる複数の撮像画像に基づいて視差情報を生成する視差情報生成手段と、上記視差情報
に基づいて、上記撮像画像を上下方向に複数分割して得られる各行領域内における視差値
の頻度分布を示す視差ヒストグラム情報を生成する視差ヒストグラム情報生成手段と、上
記視差ヒストグラム情報に基づいて、上記撮像画像の上方に向かうほど値が低くなるとい
う特徴に合致した一群の視差値について多項式による曲線近似を行って該多項式の係数を
含む対象地点特徴量を抽出する特徴量抽出手段と、上記対象地点特徴量が所定の対象地点
到達条件を満たしたとき、上記移動体が上記対象地点に到達したことを示す信号を出力す
る対象地点到達信号出力手段とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、見通しの悪い移動面傾斜変化地点の手前に移動体が到達したとき、こ
れを検知することができるので、その到達時に、運転者に対して速度を落とすように警告
する制御を行ったり、自車両の車速を落とす車速調整制御を行ったりすることが可能とな
る。よって、見通しの悪い移動面傾斜変化地点付近での事故を未然に防ぐことが可能にな
るという優れた効果が得られる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】実施形態における車載機器制御システムの概略構成を示す模式図である。
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【図２】同車載機器制御システムを構成する撮像ユニット及び画像解析ユニットの概略構
成を示す模式図である。
【図３】左右のカメラで撮影したときの視差を説明する図である。
【図４】同撮像ユニットの撮像部における光学フィルタと画像センサとを光透過方向に対
して直交する方向から見たときの模式拡大図である。
【図５】同光学フィルタの領域分割パターンを示す説明図である。
【図６】実施形態の対象地点到達検知処理に関わる機能ブロック図である。
【図７】同対象地点到達検知処理の流れを示すフローチャートである。
【図８】（ａ）は視差画像の視差値分布の一例を示す説明図である。（ｂ）は、同（ａ）
の視差画像の行ごとの視差値頻度分布を示す行視差分布マップ（Ｖマップ）を示す説明図
である。
【図９】（ａ）及び（ｂ）は、同撮像部で撮像した輝度画像である基準画像と比較画像の
一例を示す画像例である。
【図１０】図９（ａ）及び（ｂ）に示した基準画像と比較画像から算出された視差画像を
模式的に表した画像例である。
【図１１】図１０に示した視差画像のデータから得られる行視差分布マップ（Ｖマップ）
上の画素分布を曲線近似したグラフである。
【図１２】（ａ）は、相対傾斜状況が平坦である場合の自車両を側面方向から見たときの
模式図であり、（ｂ）は同（ａ）の状況における撮像画像（輝度画像）上の路面領域の画
像例であり、（ｃ）は同（ｂ）に対応する行視差分布マップ（Ｖマップ）を示す説明図で
ある。
【図１３】（ａ）は、相対傾斜状況が上り傾斜に変化する場合の自車両を側面方向から見
たときの模式図であり、（ｂ）は同（ａ）の状況における撮像画像（輝度画像）上の路面
領域の画像例であり、（ｃ）は同（ｂ）に対応する行視差分布マップ（Ｖマップ）を示す
説明図である。
【図１４】（ａ）は、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する場合の自車両を側面方向から見
たときの模式図であり、（ｂ）は同（ａ）の状況における撮像画像（輝度画像）上の路面
領域の画像例であり、（ｃ）は同（ｂ）に対応する行視差分布マップ（Ｖマップ）を示す
説明図である。
【図１５】実施形態における傾斜状況認識部のより詳細な機能ブロック図である。
【図１６】実施形態における機械学習方法により学習データを分類した分類結果を表すグ
ラフである。
【図１７】実施例に係る車載機器制御システムの主要部に係るハードウェア構成の一例を
示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明に係る対象地点到達検知装置を、車両システムとしての車載機器制御シス
テムに用いた一実施形態について説明する。
　図１は、本実施形態における車載機器制御システムの概略構成を示す模式図である。
　本車載機器制御システムは、移動体である自動車などの自車両１００に搭載された撮像
ユニットで撮像した自車両進行方向前方領域（撮像領域）の撮像画像データから、自車両
前方の路面（移動面）の相対的な傾斜状況が下り傾斜であることを検知する。そして、そ
の検知結果に応じて各種車載機器の制御を行う。
【００１０】
　本実施形態の車載機器制御システムは、走行する自車両１００の進行方向前方領域を撮
像領域として撮像する撮像ユニット１０１が設けられている。この撮像ユニット１０１は
、例えば、自車両１００のフロントガラス１０５のルームミラー（図示せず）付近に設置
される。撮像ユニット１０１の撮像によって得られる撮像画像データ等の各種データは、
画像処理手段としての画像解析ユニット１０２に入力される。画像解析ユニット１０２は
、撮像ユニット１０１から送信されてくるデータを解析して、路面領域（走行可能領域）
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を認識したり、自車両１００が走行している路面部分（自車両の真下に位置する路面部分
）に対する自車両前方の走行路面の傾斜状況（以下、「相対傾斜状況」という。）が下り
傾斜であることを認識したりする。
【００１１】
　画像解析ユニット１０２の認識結果は、車両走行制御ユニット１０６にも送られる。車
両走行制御ユニット１０６は、画像解析ユニット１０２による路面領域（走行可能領域）
の認識結果に基づいて、走行可能領域から自車両１００が外れそうな場合等に、自車両１
００の運転者へ警告を報知したり、自車両のハンドルやブレーキを制御するなどの走行支
援制御を行ったりする。また、車両走行制御ユニット１０６は、画像解析ユニット１０２
による走行路面の相対傾斜状況が下り傾斜であるという認識結果に基づいて、自車両１０
０の運転者へ警告を報知したり、自車両のブレーキを制御して車速を低下させるなどの走
行支援制御を行ったりする。
【００１２】
　図２は、撮像ユニット１０１及び画像解析ユニット１０２の概略構成を示す模式図であ
る。
　撮像ユニット１０１は、撮像手段としての２つの撮像部１１０Ａ，１１０Ｂを備えたス
テレオカメラであり、２つの撮像部１１０Ａ，１１０Ｂの構成は同一のものである。各撮
像部１１０Ａ，１１０Ｂは、それぞれ、撮像レンズ１１１Ａ，１１１Ｂと、光学フィルタ
１１２Ａ，１１２Ｂと、撮像素子が２次元配置された画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂを含
んだセンサ基板１１４Ａ，１１４Ｂと、センサ基板１１４Ａ，１１４Ｂから出力されるア
ナログ電気信号（画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂ上の各受光素子が受光した受光量）をデ
ジタル電気信号に変換した撮像画像データを生成して出力する信号処理部１１５Ａ，１１
５Ｂとから構成されている。本実施形態の撮像ユニット１０１からは、輝度画像データと
視差画像データが出力される。
【００１３】
　また、撮像ユニット１０１は、ＦＰＧＡ（Field-Programmable Gate Array）等からな
る処理ハードウェア部１２０を備えている。この処理ハードウェア部１２０は、各撮像部
１１０Ａ，１１０Ｂから出力される輝度画像データから視差画像を得るために、各撮像部
１１０Ａ，１１０Ｂでそれぞれ撮像した撮像画像間の対応画像部分の視差値を演算する視
差情報生成手段としての視差演算部１２１を備えている。
【００１４】
　ここでいう視差値とは、各撮像部１１０Ａ，１１０Ｂでそれぞれ撮像した撮像画像の一
方を基準画像、他方を比較画像とし、撮像領域内の同一地点に対応した基準画像上の画像
部分に対する比較画像上の画像部分の位置ズレ量を、当該画像部分の視差値として算出し
たものである。三角測量の原理を利用することで、この視差値から当該画像部分に対応し
た撮像領域内の当該同一地点までの距離を算出することができる。図３を参照して説明す
れば、被写体３０１上にあるＯ点に対する左右画像での結像位置は、結像中心からの距離
がそれぞれΔ１とΔ２となる。このときの視差値Δは、Δ＝Δ１＋Δ２と規定することが
できる。
【００１５】
　一方、画像解析ユニット１０２は、撮像ユニット１０１から出力される輝度画像データ
及び視差画像データを記憶するメモリ１３０と、識別対象の認識処理や視差計算制御など
を行うソフトウェアを内蔵したＭＰＵ（Micro Processing Unit）１４０とを備えている
。ＭＰＵ１４０は、メモリ１３０に格納された輝度画像データ及び視差画像データを用い
て各種の認識処理を実行する。
【００１６】
　図４は、光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂと画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂとを光透過
方向に対して直交する方向から見たときの模式拡大図である。
　画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂは、ＣＣＤ（Charge Coupled Device）やＣＭＯＳ（Com
plementary Metal Oxide Semiconductor）などを用いたイメージセンサであり、その撮像
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素子（受光素子）にはフォトダイオード１１３ａを用いている。フォトダイオード１１３
ａは、撮像画素ごとに２次元的にアレイ配置されており、フォトダイオード１１３ａの集
光効率を上げるために、各フォトダイオード１１３ａの入射側にはマイクロレンズ１１３
ｂが設けられている。この画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂがワイヤボンディングなどの手
法によりＰＷＢ（printed wiring board）に接合されてセンサ基板１１４Ａ，１１４Ｂが
形成されている。
【００１７】
　画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂのマイクロレンズ１１３ｂ側の面には、光学フィルタ１
１２Ａ，１１２Ｂが近接配置されている。本実施形態の光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂ
は、図４に示すように、透明なフィルタ基板１１２ａ上に分光フィルタ層１１２ｂを形成
したものであるが、分光フィルタに代えて又は分光フィルタに加えて、偏光フィルタ等の
他の光学フィルタを設けてもよい。分光フィルタ層１１２ｂは、画像センサ１１３Ａ，１
１３Ｂ上における１つのフォトダイオード１１３ａに対応するように領域分割されている
。
【００１８】
　光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂと画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂとの間に空隙がある
構成としてもよいが、光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂを画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂ
に密着させる構成とした方が、光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂの各フィルタ領域の境界
と画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂ上のフォトダイオード１１３ａ間の境界とを一致させや
すくなる。光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂと画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂは、例えば
、ＵＶ接着剤で接合してもよいし、撮像に用いる有効画素範囲外でスペーサにより支持し
た状態で有効画素外の四辺領域をＵＶ接着や熱圧着してもよい。
【００１９】
　図５は、本実施形態に係る光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂの領域分割パターンを示す
説明図である。
　光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂは、第１領域及び第２領域という２種類の領域が、画
像センサ１１３Ａ，１１３Ｂ上の１つのフォトダイオード１１３ａに対応して配置された
ものである。これにより、画像センサ１１３Ａ，１１３Ｂ上の各フォトダイオード１１３
ａによって受光される受光量は、受光する光が透過した分光フィルタ層１１２ｂの領域の
種類に応じて、分光情報として取得することが可能である。
【００２０】
　本実施形態における光学フィルタ１１２Ａ，１１２Ｂにおいて、例えば、第１領域を、
赤色波長帯の光のみを選択して透過させる赤色分光領域１１２ｒとし、第２領域を、波長
選択を行わずに光を透過させる非分光領域１１２ｃとすることができる。光学フィルタ１
１２Ａ，１１２Ｂは、図５に示すように、これらの第１領域１１２ｒ及び第２領域１１２
ｃが市松模様状に分布したものを用いている。この場合、第１領域１１２ｒに対応する撮
像画素の出力信号から赤色輝度画像が得られ、第２領域１１２ｃに対応する撮像画素の出
力信号から非分光の輝度画像が得られる。これにより、一度の撮像動作により、赤色輝度
画像と非分光の輝度画像に対応した２種類の撮像画像データを得ることが可能となる。こ
れらの撮像画像データでは、その画像画素の数が撮像画素数よりも少なくなるが、より高
解像度の画像を得る際には一般に知られる画像補間処理を用いてもよい。
【００２１】
　本実施形態において、このようにして得られる非分光の輝度画像データは、例えば、車
線境界線である白線の検出、自車両前方の路面の相対的な傾斜状況が下り傾斜であること
の検知などに使用される。
【００２２】
　次に、本発明の特徴部分である、見通しの悪い路面傾斜変化地点の手前を対象地点とし
た対象地点到達検知処理について説明する。本実施形態において、見通しの悪い路面傾斜
変化地点とは、相対傾斜状況が下り傾斜となる地点である。
【００２３】
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　図６は、本実施形態の対象地点到達検知処理に関わる機能ブロック図である。
　図７は、本実施形態の対象地点到達検知処理の流れを示すフローチャートである。
　本実施形態の視差演算部１２１は、２つの撮像部１１０Ａ，１１０Ｂのうちの一方の撮
像部１１０Ａの撮像画像データを基準画像データとし、他方の撮像部１１０Ｂの撮像画像
データを比較画像データとして入力し（Ｓ１）、これらを用いて両者の視差を演算し（Ｓ
２）、視差画像データを生成して出力する。この視差画像データは、基準画像データ上の
各画像部分について算出される視差値Δに応じた画素値をそれぞれの画像部分の画素値と
して表した視差画像を示すものである。
【００２４】
　具体的には、視差演算部１２１は、基準画像データのある行について、一の注目画素を
中心とした複数画素（例えば１６画素×１画素）からなるブロックを定義する。一方、比
較画像データにおける同じ行において、定義した基準画像データのブロックと同じサイズ
のブロックを１画素ずつ横ライン方向（Ｘ方向）へずらし、基準画像データにおいて定義
したブロックの画素値の特徴を示す特徴量と比較画像データにおける各ブロックの画素値
の特徴を示す特徴量との相関を示す相関値を、それぞれ算出する。そして、算出した相関
値に基づき、比較画像データにおける各ブロックの中で最も基準画像データのブロックと
相関があった比較画像データのブロックを選定するマッチング処理を行う。その後、基準
画像データのブロックの注目画素と、マッチング処理で選定された比較画像データのブロ
ックの対応画素との位置ズレ量を視差値Δとして算出する。このような視差値Δを算出す
る処理を基準画像データの全域又は特定の一領域について行うことで、視差画像データを
得ることができる。このようにして得られる視差画像データは、視差ヒストグラム情報生
成手段としての視差ヒストグラム計算部１４１に送られる。
【００２５】
　マッチング処理に用いるブロックの特徴量としては、例えば、ブロック内の各画素の値
（輝度値）を用いることができ、相関値としては、例えば、基準画像データのブロック内
の各画素の値（輝度値）と、これらの画素にそれぞれ対応する比較画像データのブロック
内の各画素の値（輝度値）との差分の絶対値の総和を用いることができる。この場合、当
該総和が最も小さくなるブロックが最も相関があると言える。
【００２６】
　視差画像データを取得した視差ヒストグラム計算部１４１は、視差画像データの各行に
ついて、視差値頻度分布を計算する（Ｓ３）。具体例を挙げて説明すると、図８（ａ）に
示すような視差値分布をもった視差画像データが入力されたとき、視差ヒストグラム計算
部１４１は、行ごとの視差値頻度分布を計算して出力する。そして、このようにして得ら
れる各行の視差値頻度分布の情報から、例えば、図８（ｂ）に示すように、縦方向に視差
画像上の縦方向位置（撮像画像の上下方向位置）をとり、横方向に視差値をとった二次元
直交座標系上に、視差画像データ上の各画素を分布させた行視差分布マップ（Ｖマップ）
を得ることができる。この行視差分布マップは、頻度に応じた画素値をもつ画素が上記二
次元直交座標系上に分布された画像として表現することもできる。
【００２７】
　図９（ａ）及び（ｂ）は、撮像部１１０Ａで撮像した輝度画像である基準画像と比較画
像の一例を示す画像例である。
　図１０は、図９（ａ）及び（ｂ）に示した基準画像と比較画像から算出された視差画像
を模式的に表した画像例である。
　図１０に示す視差画像における各画素値は、その画素の位置での基準画像と比較画像と
の視差値Δに対応するものである。なお、図１０中符号Ａ、Ｂ、Ｃで示すオブジェクトは
、自車両前方に存在する他車を映し出す画像部分の視差値Δに対応するものである。また
、図１０中符号ＲＳで示すオブジェクトは、自車両前方に存在する路面領域の視差値Δに
対応するものである。この路面領域ＲＳは、中央分離帯や路側段差によって区画される車
両走行が可能な路面である。
【００２８】
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　本実施形態では、路面領域認識部１４２において、視差ヒストグラム計算部１４１から
出力される各行の視差値頻度分布の情報から、路面領域ＲＳを認識する。具体的には、路
面領域認識部１４２は、まず、視差ヒストグラム計算部１４１から各行の視差値頻度分布
情報を取得し、その情報から特定される行視差分布マップ上の画素分布を曲線近似する処
理を行う。このとき、行視差分布マップに対して孤立ノイズ除去、平滑処理、２値化処理
なども行ってもよい。
【００２９】
　図１１は、図１０に示した視差画像のデータから得られる行視差分布マップ（Ｖマップ
）上の画素分布を曲線近似したグラフである。
　図１０に示した視差画像は、相対傾斜状況が平坦な路面を撮像したものである。そのた
め、行視差分布マップ上の画素分布を曲線近似したグラフは、直線に近似されたものとな
る。これにより得られる図１１に示す近似曲線（近似直線）は、視差画像の下部に対応す
る行視差分布マップの下部において、画像上方へ向かうほど視差値Δが小さくなるような
傾きをもった直線となる。すなわち、この近似曲線上又はその近傍に分布する画素（視差
画像上の画素）は、視差画像上の各行においてほぼ同一距離に存在して最も占有率が高く
、かつ、画像上方へ向かうほど距離が連続的に遠くなる対象を映し出した画素であると言
える。
【００３０】
　ここで、撮像部１１０Ａでは自車両前方領域を撮像するため、その視差画像の内容は、
図１０に示すように、画像下部において路面領域ＲＳの占有率が最も高く、また、画像上
方へ向かうほど路面領域ＲＳの視差値Δは小さくなる。また、同じ行（横ライン）内にお
いて、路面領域ＲＳを構成する画素はほぼ同じ視差値Δを持つことになる。したがって、
視差ヒストグラム計算部１４１から出力される各行の視差値頻度分布情報から特定される
、上述した行視差分布マップ（Ｖマップ）上の近似曲線（近似直線）上又はその近傍に分
布する画素は、路面領域ＲＳを構成する画素が持つ特徴に合致する。よって、図１１に示
す近似曲線上又はその近傍に分布する画素は、高い精度で、路面領域ＲＳを構成する画素
であると推定できる。
【００３１】
　このように、本実施形態の路面領域認識部１４２は、視差ヒストグラム計算部１４１か
ら得た各行の視差値頻度分布情報に基づいて演算した行視差分布マップ（Ｖマップ）上の
曲線近似を行い、その近似曲線上又はその近傍に分布する画素を、路面を映し出す画素と
して特定し、特定した画素によって占められる画像領域を路面領域ＲＳとして認識する。
なお、路面上には、図９（ａ）及び（ｂ）に示すように、白線も存在するが、路面領域認
識部１４２では、その白線画像部も含めて路面領域ＲＳを認識する。
【００３２】
　路面領域認識部１４２の認識結果は、後段の処理部に送られ、種々の処理に使用される
。例えば、撮像ユニット１０１で撮像した自車両前方の撮像画像を、例えば自車両室内の
画像表示装置である表示モニタ１０３に表示する場合、路面領域認識部１４２の認識結果
に基づき、その表示画像上の対応する路面領域ＲＳを強調表示するなど、路面領域ＲＳが
視認しやすい表示処理を行う。
【００３３】
　一方、視差ヒストグラム計算部１４１から出力される各行の視差値頻度分布情報は、対
象地点到達信号出力手段としての傾斜状況認識部１４３にも送られる。傾斜状況認識部１
４３は、視差ヒストグラム計算部１４１から出力される各行の視差値頻度分布情報から、
まず、路面領域ＲＳを映し出す画素の特徴に合致した一群の視差値を選別する。具体的に
は、各行の視差値頻度分布情報に基づき、予め決められた規定値を超える頻度をもった視
差値Δの中から、画像上方に向かうほど値が低くなるという特徴に合致した一群の視差値
を選別する。このような特徴をもつ視差値は、図１１に示す近似曲線（近似直線）に対応
する視差値である。したがって、傾斜状況認識部１４３は、行視差分布マップ（Ｖマップ
）上の画素分布を曲線近似し（Ｓ４）、その近似曲線上又はその近傍に分布する画素の視
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差値Δを選定する（Ｓ５）。
【００３４】
　また、傾斜状況認識部１４３は、選別した視差値（路面領域ＲＳに対応する視差値）の
中から、画像最上部に位置する最小視差値Δ０を抽出する（Ｓ６）。この最小視差値Δ０
が属する行は、撮像画像上の路面領域ＲＳの頂部の画像上下方向位置（画像上の高さ）を
示すものである。
【００３５】
　ここで、図１２（ａ）に示すように相対傾斜状況が平坦である場合、その撮像画像内の
路面領域ＲＳは図１２（ｂ）に示すように映し出される。そして、この撮像画像に基づい
て得られる行視差分布マップ（Ｖマップ）の近似曲線は、図１２（ｃ）に示すように、直
線状のものとなる。これに対し、図１３（ａ）に示すように相対傾斜状況が上り傾斜であ
る場合には、撮像画像内の路面領域ＲＳは図１３（ｂ）に示すように映し出される。そし
て、この撮像画像に基づいて得られる行視差分布マップの近似曲線は、図１３（ｃ）に示
すような曲線を示すものとなる。逆に、図１４（ａ）に示すように相対傾斜状況が下り傾
斜である場合には、撮像画像内の路面領域ＲＳは図１４（ｂ）に示すように映し出される
。そして、この撮像画像に基づいて得られる行視差分布マップの近似曲線は、図１４（ｃ
）に示すような曲線を示すものとなる。
【００３６】
　本実施形態では、自車両１００を運転する運転者からの見通しが悪くなる地点に差し掛
かる頃に、これを検知して、そのような地点での事故を未然に防ぐための制御を行う。具
体的には、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する下り傾斜変化地点付近の手前（図１４（ａ
）に示す地点）に自車両１００が到達したとき、これを検知して、運転者に速度を落とす
よう警告する制御を行ったり、自車両１００の車速を落とす車速調整制御を行ったりする
。
【００３７】
　路面領域ＲＳに対応する視差値Δは、撮像画像の上方に向かうほど値が低くなるという
特徴をもつことから、その視差値Δの近似曲線は、その路面の相対傾斜状況がどのような
状況であっても、図１２（ｃ）、図１３（ｃ）、図１４（ｃ）中左肩上がりの特徴を示す
。ただし、図１２（ｃ）、図１３（ｃ）、図１４（ｃ）に示すように、その近似曲線の概
形は、路面の相対傾斜状況の違いによって大きく異なるものとなる。具体的には、近似曲
線の概形は、相対傾斜状況が平坦である地点では直線状となるという特徴があり、相対傾
斜状況が上り傾斜に変化する地点では曲率が徐々に大きくなる曲線状（曲率半径が徐々に
小さくなる曲線状）となるという特徴があり、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する地点で
は曲率が徐々に小さくなる曲線状（曲率半径が徐々に大きくなる曲線状）となるという特
徴がある。したがって、このような特徴の違いによって近似曲線の概形を判別することに
より、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する下り傾斜変化地点の手前に到達したか否かを検
知することができる（Ｓ７，Ｓ８）。
【００３８】
　次に、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する下り傾斜変化地点付近の手前（図１４（ａ）
に示す地点）に自車両１００が到達したか否かを検知するための処理内容・制御内容につ
いて、詳しく説明する。
　下り傾斜変化地点付近の手前に自車両１００が到達したか否かの検知処理において、傾
斜状況認識部１４３の機能は、図１５に示すように、路面対応視差値選別部１５１、対象
地点特徴量抽出部１５２、対象地点到達判別部１５３、特徴量学習データ入力部１５４に
分けることができる。
【００３９】
　路面対応視差値選別部１５１では、視差ヒストグラム計算部１４１から出力される各行
の視差値頻度分布情報から、上述した行視差分布マップ（Ｖマップ）上の画素分布を曲線
近似した近似曲線を特定するための近似曲線情報を生成し、その近似曲線上又はその近傍
に分布する画素の視差値を選定する。
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【００４０】
　近似曲線情報の生成には、種々の公知の曲線近似方法を用いることができるが、本実施
形態では、下記の式（１）に示す多項式に近似する多項式近似方法を用いる。なお、多項
式の級数ｎは、事前の認識実験において適宜設定することができる。
【数１】

【００４１】
　ここで、多項式の各係数Ａ0，Ａ1，Ａ2，・・・，Ａｎについては、例えば最小二乗法
を用いて求めることができる。つまり、複数の地点（ｙｉ，Δｉ）の値を用いて、下記の
式（２）を計算し、最小二乗法を用いて、多項式の各係数を求める。
【数２】

【００４２】
　対象地点特徴量抽出部１５２では、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する下り傾斜変化地
点付近の手前（対象地点）に自車両１００が到達したか否かを判別するための対象地点特
徴量を抽出する。本実施形態では、その対象地点特徴量として、多項式近似により得られ
る多項式の係数Ａ0，Ａ1，Ａ2，・・・，Ａｎと、上述した最小視差値Δ０を抽出する。
具体的には、本実施形態では、多項式の１つの係数Ａ2と最小視差値Δ０を対象地点特徴
量として抽出する。
【００４３】
　対象地点到達判別部１５３は、対象地点特徴量抽出部１５２で抽出した対象地点特徴量
（Ａ2，Δ０）が、相対傾斜状況が下り傾斜に変化する下り傾斜変化地点付近の手前（対
象地点）に自車両１００が到達したときの特徴量条件を満たすか否かを判断する。
【００４４】
　具体的には、事前に、１又は２以上の対象地点で撮影した撮像画像と、対象地点ではな
い１又は２以上の地点で撮影した撮像画像とを用意し、これらの撮像画像について上記の
ような曲線近似を行ったときの多項式の係数Ａ0，Ａ1，Ａ2，・・・，Ａｎと最小視差値
Δ０をそれぞれ抽出する。本実施形態においては、このようにして得られる学習データを
用いて、ＳＶＭ（Support Vector Machine）の機械学習方法により、対象地点に対応して
いる学習データと対象地点に対応していない学習データとを用いて、対象地点に対応する
特徴量と対象地点に対応していない特徴量とを適切に分類するための評価関数を特定する
。具体的には、学習データを用いて、下記の式（３）に示す評価関数の各係数ｋ0，ｋ1，
ｋ2，・・・，ｋｎとｋΔとを求める。

【数３】

【００４５】
　図１６は、本実施形態における機械学習方法により学習データを分類した分類結果を表
すグラフである。
　このグラフは、縦軸と横軸にそれぞれ対象地点特徴量である多項式係数Ａ2と最小視差
値Δ０とをとった二次元直交座標系において、学習データの分布と適正な閾値Ｋthreを示
したものである。グラフ中の「○」は、対象地点である下り傾斜変化地点付近の手前で撮
影された撮像画像についての特徴量（Ａ2，Δ０）をプロットしたものである。また、グ
ラフ中の「Ｘ」は、対象地点ではない様々な時点で撮影された撮像画像についての特徴量
（Ａ2，Δ０）をプロットしたものである。
【００４６】
　対象地点到達判別部１５３は、対象地点特徴量抽出部１５２で抽出した対象地点特徴量
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（Ａ2，Δ０）が特徴量条件を満たすか否かを判断する際、その対象地点特徴量（Ａ2，Δ
０）を上記式（３）に示す評価関数に代入して、評価値Ｋを算出する。そして、この評価
値Ｋが、ＳＶＭの機械学習によって得た閾値Ｋthreよりも大きいという特徴量条件を満た
すか否かを判断する。評価値Ｋが閾値Ｋthreよりも大きい場合には、対象地点到達条件を
満たしたと判断し、対象地点に到達した旨の判別結果を出力する。一方、評価値Ｋが閾値
Ｋthre以下である場合には、対象地点到達条件を満たさないと判断し、対象地点には到達
していない旨の判別結果を出力する。
【００４７】
　なお、本実施形態では、特徴量条件を満たすか否かの判断に、上記多項式の１つの係数
Ａ2を用いているが、これに限ることはない。例えば、上記項式の係数Ａ2以外の１つの係
数を用いても良いし、上記多項式の係数を複数用いても良い。多項式の係数を１つだけ用
いる場合は、誤認識が少なくなる。一方、多項式の係数を複数用いる場合は、複雑な形状
の認識を行うことが可能になる。認識対象に応じてどちらかを選択する。
【００４８】
　このようにして、傾斜状況認識部１４３の対象地点到達判別部１５３が出力する対象地
点（下り傾斜変化地点付近の手前）に到達した旨の判別結果は、後段の処理部に送られ、
種々の処理に使用される。例えば、この判別結果を車両走行制御ユニット１０６へ送り、
自車両１００の車速を減速する車速制御を行ったり、表示モニタ１０３に徐行するように
警告する表示を行ったりするなどの走行支援制御を行うことができる。
【００４９】
　また、撮像部１１０Ａで撮像した輝度画像データは、輝度画像エッジ抽出部１４５に送
られる。そして、輝度画像エッジ抽出部１４５は、その輝度画像の画素値（輝度）が規定
値以上変化する箇所をエッジ部分として抽出し、その抽出結果から輝度エッジ画像データ
を生成する。この輝度エッジ画像データは、エッジ部分と非エッジ部分とを２値で表現し
た画像データである。エッジ抽出の方法は、公知のものを広く利用することができる。輝
度画像エッジ抽出部１４５が生成した輝度エッジ画像データは、白線認識処理部１４９に
送られる。
【００５０】
　白線認識処理部１４９は、輝度エッジ画像データに基づいて路面上の白線を映し出す白
線画像部を認識する処理を行う。多くの道路では、黒色に近い色の路面上に白線が形成さ
れており、輝度画像上において白線画像部の輝度は路面上の他部分より十分に大きい。そ
のため、輝度画像上で所定値以上の輝度差を有するエッジ部は、白線のエッジ部である可
能性が高い。また、路面上の白線を映し出す白線画像部は、撮像画像上においてライン状
に映し出されるので、ライン状に並ぶエッジ部を特定することで、白線のエッジ部を高精
度に認識することができる。そこで、本実施形態の白線認識処理部１４９は、輝度画像エ
ッジ抽出部１４５から取得した輝度エッジ画像データについて最小二乗法やハフ変換処理
などによる直線近似処理を施し、得られた近似直線を白線のエッジ部（路面上の白線を映
し出す白線画像部）として認識する。
【００５１】
　このようにして認識した白線認識結果は、後段の処理部に送られ、種々の処理に使用さ
れる。例えば、自車両１００が自らの走行車線から外れそうな場合等に、自車両１００の
運転者へ警告を報知したり、自車両のハンドルやブレーキを制御するなどの走行支援制御
を行うことができる。
　なお、白線認識処理において、上述した路面領域認識部１４２で認識した路面領域ＲＳ
の認識結果を用い、路面領域ＲＳ内の輝度エッジ部を対象に白線画像部の認識処理を行え
ば、認識処理の負荷軽減、認識精度の向上を図ることができる。
【００５２】
　次に、上述した車載機器制御システムに係るハードウェア構成の一実施例について説明
する。
　図１７は、本実施例に係る車載機器制御システムの主要部に係るハードウェア構成の一



(12) JP 6376429 B2 2018.8.22

10

20

30

40

50

例を示すブロック図である。
　被写体光は、撮像ユニット１０１の左右撮影の光学系７０１と光学系７０２を通してＣ
ＭＯＳ７０３，７０４に入射される。各ＣＭＯＳ７０３，７０４は、撮像面に結像された
光学像を電気信号に変換して、アナログの画像データとして出力する。ＣＭＯＳ７０３，
ＣＭＯＳ７０４から出力された画像情報は、ＣＤＳ（Correlated Double Sampling：相関
二重サンプリング）回路７０５，７０６によりノイズ成分を除去される。そして、Ａ／Ｄ
変換器７０７，７０８によりデジタル値に変換された後、画像処理回路７０９，７１０に
対して出力される。画像処理回路７０９，７１０は、画像データを一時格納するＳＤＲＡ
Ｍ（Synchronous ＤＲＡＭ）７１２を用いる。そして、ＹＣｒＣｂ変換処理や、ホワイト
バランス制御処理、コントラスト補正処理、エッジ強調処理、色変換処理などの各種画像
処理を行う。なお、ホワイトバランス処理は、画像情報の色濃さを調整し、コントラスト
補正処理は、画像情報のコントラストを調整する画像処理である。エッジ強調処理は、画
像情報のシャープネスを調整し、色変換処理は、画像情報の色合いを調整する画像処理で
ある。
【００５３】
　また、信号処理、画像処理が施された画像情報は、圧縮伸張回路７１３を介して、メモ
リカード７１４に記録される。圧縮伸張回路７１３は、画像処理回路７０９，７１０から
出力される画像情報を圧縮してメモリカード７１４に出力するとともに、メモリカード７
１４から読み出した画像情報を伸張して画像処理回路７０９，７１０に出力する回路であ
る。また、ＣＭＯＳ、ＣＤＳ回路及びＡ／Ｄ変換器は、タイミング信号を発生するタイミ
ング信号発生器７１８を介してＣＰＵ７１１によって、タイミングが制御されている。更
に、ＣＰＵ７１１は、画像処理回路７０９，７１０、圧縮伸張回路７１３、メモリカード
７１４などにも、バスラインを介して接続されており、これらを制御する。
【００５４】
　ＣＰＵ７１１は、上述した対象地点到達検知処理を実行するための対象地点到達検知用
プログラムなどの各種プログラムに従って各種演算処理を行う。ＣＰＵ７１１は、バスラ
インを介して、ＲＯＭ（Read Only Memory）７１６及びＲＡＭ（Random Access Memory）
７１７などにも接続されている。ＲＯＭ７１６は、プログラムなどを格納した読み出し専
用メモリである。ＲＡＭ７１７は各種の処理過程で利用するワークエリア、各種データ格
納エリアなどを有する読み出し書き込み自在のメモリである。
【００５５】
　ＣＰＵ７１１は、対象地点到達検知用プログラムを実行することにより、上述した視差
演算部１２１、視差ヒストグラム計算部１４１、路面領域認識部１４２、傾斜状況認識部
１４３、輝度画像エッジ抽出部１４５、白線認識処理部１４９等として機能する。これら
の機能の一部又は全部は、モジュール構成としてもよい。
【００５６】
　以上に説明したものは一例であり、本発明は、次の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様Ａ）
　路面（移動面）上を移動する自車両１００（移動体）の前方を２つの撮像部１１０Ａ，
１１０Ｂ等の撮像手段により撮像して得られる撮像画像に基づいて自車両が対象地点に到
達したことを検知する対象地点到達検知装置であって、自車両が走行している路面部分に
対する自車両前方の走行路面の傾斜状況が相対的に下り傾斜に変化する地点の手前である
上記対象地点に自車両が到達したことを示す信号を上記撮像画像に基づいて出力する対象
地点到達判別部１５３等の対象地点到達信号出力手段を有することを特徴とする。
　これによれば、見通しの悪い下り傾斜変化地点付近の手前に自車両が到達したことを適
切に検知できるので、その到達時に、運転者に対して速度を落とすように警告する制御を
行ったり、自車両の車速を落とす車速調整制御を行ったりすることが可能となる。その結
果、上述した見通しの悪い下り傾斜変化地点付近での事故の未然防止を図ることが可能と
なる。
【００５７】
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（態様Ｂ）
　上記態様Ａにおいて、２つの撮像部１１０Ａ，１１０Ｂ等の複数の撮像手段により自車
両前方を撮像して得られる複数の撮像画像に基づいて視差情報を生成する視差演算部１２
１等の視差情報生成手段と、上記視差情報に基づいて、上記撮像画像を上下方向に複数分
割して得られる各行領域内における視差値Δの頻度分布を示す視差ヒストグラム情報を生
成する視差ヒストグラム計算部１４１等の視差ヒストグラム情報生成手段と、上記視差ヒ
ストグラム情報に基づいて、予め決められた規定値を超える頻度をもった視差値Δの中か
ら、上記撮像画像の上方に向かうほど値が低くなるという特徴に合致した一群の視差値Δ
を選別し、選別した一群の視差値Δについての近似曲線情報を生成する路面対応視差値選
別部１５１等の近似曲線情報生成手段とを有し、上記対象地点到達信号出力手段は、上記
近似曲線情報が所定の対象地点到達条件を満たしたとき、自車両が対象地点に到達したこ
とを示す信号を出力することを特徴とする。
　本態様においては、生成した視差ヒストグラム情報に基づいて、予め決められた規定値
を超える頻度をもった視差値の中から、撮像画像の上方に向かうほど値が低くなるという
特徴に合致した一群の視差値を選別する。なお、ここでいう視差値は、その視差値近傍の
一定範囲に属する視差値範囲を代表的に示す値という意味を含むものとする。上記のよう
な特徴に合致した一群の視差値に対応する撮像画像上の画素は、後述するように、自車両
前方の路面を映し出す路面画像領域を構成するものであると高い確度で推定できる。よっ
て、選別した一群の視差値は、撮像画像内の路面画像領域に対応した各行領域の視差値に
相当すると言える。
　ここで、自車両が走行している路面部分に対する自車両前方の走行路面の傾斜状況（相
対的な傾斜状況）が相対的に下り傾斜に変化する見通しの悪い路面傾斜変化地点付近の手
前に自車両が到達した場合を考える。この場合、撮像画像上のある行領域に映し出される
路面部分は、相対的な傾斜状況が平坦である場合（相対的な傾斜状況に変化が無い場合）
よりも、遠くのものが映し出される。したがって、撮像画像上の路面画像領域に対応する
同じ行領域の視差値は、相対的な傾斜状況が下り傾斜である場合の方が平坦である場合よ
りも小さいものとなる。このとき、相対的な傾斜状況が平坦である場合には、撮像画像内
の路面画像領域に対応した各行領域の視差値は、撮像画像の上方に向かって直線的に小さ
くなっていく。一方、相対的な傾斜状況が下り傾斜である場合には、路面の相対的な傾斜
状況は緩やかに変化することから、各行領域の視差値は、撮像画像の上方に向かって曲線
的に小さくなっていく。よって、撮像画像の上方に向かうほど値が低くなるという特徴に
合致するとして選別された一群の視差値についての近似曲線から、自車両前方の相対的な
傾斜状況が下り傾斜であるか否かを判定することができる。したがって、見通しの悪い路
面傾斜変化地点の手前に自車両が到達したとき、これを検知することができる。その結果
、その到達時に、運転者に対して速度を落とすように警告する制御を行ったり、自車両の
車速を落とす車速調整制御を行ったりすることが可能となり、上述した見通しの悪い下り
傾斜変化地点付近での事故の未然防止を図ることが可能となる。
　なお、上述した「相対的な傾斜状況」とは、自車両が走行している路面部分と平行な面
を自車両前方へ延長して得られる仮想の延長面に対し、各行領域に対応した路面部分が上
側に位置する場合を、当該行領域に対応する路面部分の相対的な傾斜状況が上り傾斜であ
るとし、各行領域に対応した路面部分が下側に位置する場合を、当該行領域に対応する路
面部分の相対的な傾斜状況が下り傾斜であるとする。
【００５８】
（態様Ｃ）
　上記態様Ｂにおいて、上記対象地点到達信号出力手段は、上記近似曲線情報から対象地
点特徴量（Ａ2，Δ０）を抽出し、抽出した対象地点特徴量が所定の特徴量条件（Ｋ＞Ｋt

hre）を満たしたときに上記所定の対象地点到達条件を満たしたと判断して、自車両が対
象地点に到達したことを示す信号を出力することを特徴とする。
　これによれば、見通しの悪い下り傾斜変化地点付近の手前に自車両が到達したことの判
別処理を簡易かつ迅速に行うことができる。
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【００５９】
（態様Ｄ）
　上記態様Ｂ又はＣにおいて、上記近似曲線情報は、上記撮像画像の上方方向位置ｙと視
差値Δとで定義される二次元直交座標系に上記選別した一群の視差値Δを配置した当該二
次元直交座標系上に描かれる近似曲線を特定する情報であることを特徴とする。
　これによれば、近似曲線情報の生成が容易となる。
【００６０】
（態様Ｅ）
　上記態様Ｃにおいて、上記近似曲線情報は、上記近似曲線を多項式で示した情報であり
、上記対象地点到達信号出力手段は、上記近似曲線情報に対応する多項式の係数Ａ2と、
選別した一群の視差値の中で最も小さい最小視差値Δ０とを、対象地点特徴量として抽出
し、抽出した対象地点特徴量（Ａ2，Δ０）が所定の特徴量条件（Ｋ＞Ｋthre）を満たし
たときに上記所定の対象地点到達条件を満たしたと判断して、自車両が対象地点に到達し
たことを示す信号を出力することを特徴とする。
　これによれば、見通しの悪い下り傾斜変化地点付近の手前に自車両が到達したことの判
別処理を簡易かつ迅速に行うことができる。
【００６１】
（態様Ｆ）
　上記態様Ｂ～Ｅのいずれかの態様において、上記対象地点到達信号出力手段は、上記対
象地点を予め撮影して得た撮像画像と該対象地点ではない地点を予め撮影して得た撮像画
像とから得られる学習データを用いて、上記近似曲線情報が所定の対象地点到達条件を満
たすか否かを判断することを特徴とする。
　これによれば、近似曲線情報が所定の対象地点到達条件を満たすか否かの判断を適切に
行うことが可能となる。
【００６２】
（態様Ｇ）
　２つの撮像部１１０Ａ，１１０Ｂ等の複数の撮像手段により自車両前方を撮像して得ら
れる複数の撮像画像に基づいて視差情報を生成する視差情報生成工程と、上記視差情報に
基づいて、上記撮像画像を上下方向に複数分割して得られる各行領域内における視差値Δ
の頻度分布を示す視差ヒストグラム情報を生成する視差ヒストグラム情報生成工程と、上
記視差ヒストグラム情報に基づいて、予め決められた規定値を超える頻度をもった視差値
の中から、上記撮像画像の上方に向かうほど値が低くなるという特徴に合致した一群の視
差値を選別し、選別した一群の視差値についての近似曲線情報を生成する近似曲線情報生
成工程と、上記近似曲線情報が所定の対象地点到達条件を満たしたとき、自車両が対象地
点に到達したことを示す信号を出力する対象地点到達信号出力工程とを、コンピュータに
実行させるための対象地点到達検知用プログラム。
　これによれば、見通しの悪い下り傾斜変化地点付近の手前に自車両が到達したことを適
切に検知できるので、その到達時に、運転者に対して速度を落とすように警告する制御を
行ったり、自車両の車速を落とす車速調整制御を行ったりすることが可能となる。その結
果、上述した見通しの悪い下り傾斜変化地点付近での事故の未然防止を図ることが可能と
なる。
　なお、このプログラムは、ＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体に記録された状態で配布したり、
入手したりすることができる。また、このプログラムを乗せ、所定の送信装置により送信
された信号を、公衆電話回線や専用線、その他の通信網等の伝送媒体を介して配信したり
、受信したりすることでも、配布、入手が可能である。この配信の際、伝送媒体中には、
コンピュータプログラムの少なくとも一部が伝送されていればよい。すなわち、コンピュ
ータプログラムを構成するすべてのデータが、一時に伝送媒体上に存在している必要はな
い。このプログラムを乗せた信号とは、コンピュータプログラムを含む所定の搬送波に具
現化されたコンピュータデータ信号である。また、所定の送信装置からコンピュータプロ
グラムを送信する送信方法には、プログラムを構成するデータを連続的に送信する場合も
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【００６３】
（態様Ｈ）
　路面（移動面）上を移動する自車両１００（移動体）の周囲の情報を検知する情報検知
手段と、前記情報検知手段から出力される検知信号に基づいて、自車両に搭載されたハン
ドルやブレーキあるいは表示モニタ１０３等の所定の機器を制御する車両走行制御ユニッ
ト１０６等の移動体機器制御手段とを備えた移動体機器制御システムにおいて、前記情報
検知手段として、上記態様Ａ～Ｆのいずれかの態様に係る対象地点到達検知装置を用いた
ことを特徴とする。
　これによれば、見通しの悪い下り傾斜変化地点付近の手前に自車両が到達したことを適
切に検知できるので、その到達時に、運転者に対して速度を落とすように警告する制御を
行ったり、自車両の車速を落とす車速調整制御を行ったりすることを適切に行うことがで
きる。
【符号の説明】
【００６４】
　１００　自車両
　１０１　撮像ユニット
　１０２　画像解析ユニット
　１０３　表示モニタ
　１０６　車両走行制御ユニット
　１１０Ａ，１１０Ｂ　撮像部
　１１３Ａ，１１３Ｂ　画像センサ
　１２０　処理ハードウェア部
　１２１　視差演算部
　１３０　メモリ
　１４１　視差ヒストグラム計算部
　１４２　路面領域認識部
　１４３　傾斜状況認識部
　１５１　路面対応視差値選別部
　１５２　対象地点特徴量抽出部
　１５３　対象地点到達判別部
　１５４　特徴量学習データ入力部
【先行技術文献】
【特許文献】
【００６５】
【特許文献１】特開２００２－１５０３０２号公報
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